
書式第 12号 (法第 28条関係)

事業報告用

2022年度 事業報告書

生菫撻彗塁鯉璽産△2壁」星昼

1 事業の成果

(1)

(病児保育)

・病 (後)児保育サービスは、今年度末会員数 (6,768)人 となり、発熱等により登園できない子ども
の預かり保育により、地域の働く父母の子育て支援をおこなった。
・病児保育を必要としながらも経済的理由でサービスを受けられずにいる、いわゆるひとり親世帯を対

象に、民間企業や個人の寄付を原資とした低価格の病児保育を継続しおこなった。
・多胎児家庭向けの訪問型支援サービス (ふたご助っ人くじ)を開始。

(保育園)

。「待機児童問題の解消」「保育の質向上」「新しい保育園モデル実践」を実現するため、小規模認可

保育所「おうち保育園」、認可保育園「みんなのみらいをつくる保育園」、一時保育室「ほっとステイ
カムパネルラ経堂」「すがも一時保育室」の運営をおこなった。

(2)

(コ ミュニテ ィ創出事業 )

事業活動なし

(3,4)

(障害児訪問保育アニー)

胃痩等により、他と等しく通園できない障害児と、就労継続を希望する保護者のために、保育スタッフ

および看護師が障害児宅を訪問し、保育や訪問看護を提供する「障害児訪問保育アニー」の運営をおこ

なった。

(5)

(障害児保育園ヘレン)

障害児専門の保育所を開園すると共に、障害児の長時間保育受け皿がなく、親 (特に母)就労継続を阻

まれている問題、また、障害児が他と等しく保育を受ける機会を失つているという問題を解決するため

の「障害児保育園ヘレン」の運営をおこなった。また、品川区医療的ケア児地域生活支援促進事業とし

て、障害や医療的ケアのある子どもと健常児がともに遊べるインクルーシブひろばベルの運営をおこな

った。

(医療的ケアシッターナンシー)

人工呼吸器等により、他と等しく支援を受けられない障害児とその保護者のために、看護師による療育

やレスパイ ト、保育の時間を提供した。

(6)

(赤 ちゃん縁組 )

。赤ちゃんの虐待死をゼロにするため、予期せぬ妊娠に悩む妊婦からの ЫNEや電話での相談窓日の運

営と、どうしても育てられない場合の赤ちゃん縁組 (特別養子縁組)のあっせん、受け入れ先となる育

ての親家庭の研修・養成を行った。また事業継続のために、それらを行 う専門ソーシャルワーカー (相

談員)育成をおこなった。
・東京都より「特定妊婦等に対する相談支援及び産科受診等支援業務委託」を受託、東京都福祉保健局



と市区町村と連携 し、特定妊婦への支援業務を行った (契約期間 :2022年度‐2024年度)。

(こ ども宅食およびデジタルソーシャルワーク事業 (事業モデル開発))

・官民連携の文京区こども宅食コンソーシアムの構成団体として、食品配送をきつかけに子育て家庭と

つながり、必要な支援につないでいく「こども宅食事業」を東京都文京区で実施し、約 700世帯に継続

的な支援を提供した。
・オンラインで継続的に声をかけ、ゆるやかに雑談 。相談を受けながら情報提供・支援へつなぐ支援モ

デル「デジタルソーシャルワーク」を実践する ⅡNE公式アカウント「おやこよりそいチャット神戸」

を神戸市で自治体や地域団と連携して、昨年度に引き続き実施し、約 4700世帯 (う ち 1000世帯が新規

登録)に支援を提供した。
・2022年 5月 より、デジタルソーシャルワークを実践する「おやこよりそいチャットやまがた」を山形

市より受託し、1100世帯以上とつながり、山形市社会福祉協議会等と連携しながら支援を実施した。
・2022年 10月 よリデジタル田園都市国家構想推進交付金事業の取り組みの一つである「オールインフ

ン母子手帳とデジタルソーシャルワーカーによる子育てサポー ト」としてめぶくID(マイナンバーヵ―

ドによる本人確認を実施したうえで、スマー トフォン上に実装されるデジタル ID)と 紐づけた電子母子

手帳アプリ上でのチャット相談を開始した。

(シェルター事業・精神科訪間看護事業)

母子のあめのシェルターを東京都で運営し、1世帯に支援を提供した。新たに取り組みはじめた子育て

中の親を対象にした精神科訪問看護事業では 4世帯への支援を開始した。

(はたプロ(医 ケアママプロジェク ト))

一度離職 した、重度医療的ケア児や動ける医療的ケア児の保護者向けに、「もう一度はたらく」を叶え

るためのサポー トや、ワークアゲイン準備プログラムの提供を行った。

(7)

(こ ども宅食事業の全国普及推進)

・一般社団法人こども宅食応援団と連携して、全国約 100団体 (団体を通じて支援した家庭 :約 20,000

世帯)の活動支援 。立ち上げ支援を行った。
。前年度からの政策提言活動により実現した、自治体を介さず国から民間団体などを通じてこども宅食
等の実施事業者への資金助成が可能となる「政策セカンドトラック」を活用し、一般社団法人こども宅

食応援団と連携して全国で緊急支援を実施した。

・2022年 11月 、国内最大級の食品卸企業である株式会社日本アクセスとともに、大手食品メーカー各
社の協賛のもと、全国の子育て支援団体を通じて子育て家庭へ食支援を行う取り組み「こどもフー ドア

ライアンス」を実施。30社の食品メーカーより提供される食品を全国の団体を通じて、2万世帯に計 24
万食をお届けした。

(B00STUP)
0こ ども宅食事業における、経理事務や補助金管理を実務者としても遂行しながら、仕組み化とマニュ

アル化を進めた。
・こども宅食応援団の理事会運営の支援を実施した。
・ソーシャルセクター次世代リーダー研修を運営した。
。医療法人社団ペルルの予算作成および月次決算を支援した。

(8)

(資格認定事業 )

事業活動なし

(9)

(東京都保育士等キャリアアップ研修の受託)



東京都の研修指定事業者として、保健衛生・安全対策分野、保護者支援・子育て支援分野の 3分野計 15

回の研修を実施。研修実施の補助金として 1,575万 円を受領した。

(寄付)

現金寄付額として684,412,150円 を受領。物品寄付約 4億円を含めた寄付総額は 11億の規模に拡大して

おり、2018年から目指してきた 10億規模の寄付受付による社会的成果の達成は可能な団体へと成長し

た。

寄付獲得部門で受け付けた現金・食物品は、各事業部門ほかこども宅食応援団等を通して全国の支援活

動拡大に寄与。

(広報)

社外への公表は 23年度となるが、団体ビジョン・ ミッション・カルチャーを刷新 した年度となった。

広報部門はインナーブランディングとして団体内への新ビジョン・ ミッションの浸透施策を実施。社外

については、新 ミッションに示した通 り、事業開発運営に加え政策提言とソーシャルアクションにコミ

ットし社会的成果をあげた一年となった。

(10)

(そ の他この法人の目的を達成するために必要な事業)

事業活動なし

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 用 千円)

疋秋 に記 載

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

病児保育亭業
風邪など一時的な病気に
かかった乳幼児を専門に
居宅又は病児保育施設に
て預かり、働く父母の子
育支援 (ひ とり親家庭に
は低価格で病児保育を提
供)

通年

東京・千

葉 ・ 埼

玉 。神奈

川

101人

(23生「
3

月 )

病児会員

6,798人
(23生「

3
月登録会
員数 )

506,860
千 円

通年 東京

5人

(23生F3
月 )

病児会員

204人
(23左

「
3

月登録者
数

26,732
千円ふたご助っ人くじ

認可保育園、小規模認可

保育所、一時保育施設の

運営
通年

東京・仙
ノ、
日

東京 205
人   ( 23
年 3月 )

仙 台 40
人  (22
年 3月 )

園児

東京 215
人
(23‐4卜 3

月の預か
り 園 児
数 )

４０

２２

の
園

＜
月
り
‐

台
　
３
か
数

仙
人
年
預
児

1,062,000
千 円

(1)病 (後)児

保育サー ビス

事業、保育事
業、保育施設
等 の 運 営 事
業、児童福祉
法に基づ く居
宅訪問
型保育事業及
びこれ らの関
連事業



(2)子 ども
たちの安心 。

安全なくらし
の確保に係 る
事業及び支援
が必要な子 ど
もたちへの学
習・教育
等の支援事業

活動なし

3

険法に づ く

居宅サー ビス

事業及び健康
保険法に基づ

く訪問看護事
業

4
の 日常生活及
び社会生活を
総合的に支援
するための法
律に基づ く障
害福祉サービ
ス事
業、地域生活
支援事業、そ
の他同法に基
づ

障害児保育アニー
障害のある未就学児の自
宅に保育士・看護師等を
派遣しての保育

通年 東京

62人

(23生F3
月 )

障害のあ

る未就学

児

34人
(23年 3

月)

323,739
千 円

インクルーシブひろばベ

ル 通年 東京

3人  (23

年 3月 )

障害のあ

る未就学

児

418家庭
(のべ

)

23,039
千 円

(5)児 童福
祉法に基づ く
障害児通所支
援事業

障害児保育園ヘレン
障害のある幼児の長時間
保育を実施する保育所の
運営と障害のある幼児ヘ

の個別の療育

通年 東京 87人
障害のあ

る幼児
45人 416,680

千 円

医療的ケアシッター ナン
シー

障害のある児童の 自宅に

看護師等を派遣 しての療
育

通年

東京

神奈川

仙台

33人
障害のあ

る児童
102人 186,074

千 円

(6)様 々な
理 由で困窮 し
ている親子を
救済するため
の養子縁組あ
っせん事業、
相談支援、保
護者支
援、生活支援
等 の 支 援 事
業、その他親
子の安心・安
全なくらしの
確保に係 る事
業及びこれ ら
の関連
事業

赤ちゃん縁組事業
養子縁組あっせん事業及
び関連事業

通年 全 国 12人

望まない

妊娠をし

た方とそ

の子、養

子縁組を

したい方

769イ牛
(妊娠相

談対応件
数)

69,518
千 円

こども宅食およびデジタ
ルソーシャルワーク事業
(事業モデル開発)

通年 全国 6人

文京区こ

ども宅食

利用者、
「おやこ

よりそい

チ ャ ッ

ト」登録

者

文京区こ

ども宅食
695  世

帯、 「お

や こよ り

そいチャ

ッ ト」登

録 者 数

(神 戸

市、全国

の合計 )

糸旬 5000

131,271
千 円



世 帯 ※

(23‐年 3

月時点 )

※  内

1200 世

帯が新規

登録

シェルター事業・精神科
訪問看護事業

通年 東京 1人
心に不調

のある母

親

5世帯
17,567

千円

はたプロ(医ケアママプロ
ジェク ト)

通年 東京 6名
障害児の

親
3人

21,862
千 円

(7)こ の法
人 と事業 目的
が近似 してい
る法人又は個
人を支援、助
成、育成する
事業

こども宅食事業の全国普
及推進

通年 全国 3人

こども宅

食事業団

体 (団体

を通じて

支援 した

家庭)

約 100団
体
(団体を

通 じて支
援 した家
庭 :約
10.000
世帯 )

507,551
千 円

B00STUP
社内外の支援対象事業に
関わる、メンバーの業務
工数削減・ 業務 の定型
化・ マニ ュアル化 を実
施。

通年 全 国 3名
社内新規

事業に関

わる者

社内新規
事業に関
わる対象
者

13,332
千 円

(8)認 定病
児保育スペシ

ャ リス トの育
成 0資格認定
事業

資格認定事業
活動なし

(9)前各 号
の事業並び に
ソーーシャル ビ

ジネス等に関
す る 広 報 活
動 、 調 査 研
究 、 普 及 啓
発 、 人 材 育
成、
政策提言及び
連携促進に係
る 事 業 (書
籍、雑誌その
他印刷物及び
電子出版物の
発行事業を含
む。)

東京都保育士等キャリア
アップ研修の受託

通年
主に東京

都

5名
受講者

22年 度
受 講 者
126名

0千円

みんなで社会変革事業部
社会課題解決アクション
を SNSや WEBで拡散、
講演活動やメディア出演
など、広報活動を通 じ志
を共にする仲間を増やす
ことによる、解決できる
問題の拡大。 さらに社会
課題を生み出す構造を根
本から変える政策提言の

実施

通年 全 国 35人

社会課題

解決に伴

う活動に

賛同いた

だいた方

社会課題
解決に伴
う活動に
賛同いた
だく多数

470,753
千 円

(10)そ の他

この法人の 目

的を達成す る

ために必要な

活動な し



事業

′r、

ヽ∠: そ

定款に記載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

その他の事業は行っておりません

(事業費 用 【一 】千円)





















書式第 18号 (法第 28条関係)

2022年度年間役員名簿

事業報告用

(前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人フロー レンス

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏名

監事
コマザキ ヒロキ 2022年 4月 1日

2022年 8月 5日

2022年 4月 1日

2022年 8月 5日駒崎 弘樹

つ

“

アカサカ ミドリ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

2022年 9月 1日

2023年 3月 31日赤坂 緑

６
０

監 事
クスノキ マサノリ 2022年 4月 1日

2022年 6月 30日

年  月  日

年 月 日補 正憲

五

ェ

監事
タカツキ ダイスケ 2022年 4月 1日

2022年 6月 30日

年  月  日

年  月  日高槻 大輔

Ｅ
υ

監事
タナカ ジュンコ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年田中 純子

′
０

マルモ レイ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年丸茂 ネL

７

１

ミヤザキ マリコ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年

年

月

月

日

日宮崎 真理子

６
０

監事
アベ ヨシミ 2022年 7月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日阿部 佳美

Ｏ

υ
監事

オギワラ クニヒロ 2022年 7月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年 月 日荻原 国啓

10
監事

ヒルタ フミコ 2O22+1 0E 1E

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日蛭田 富美子

11

イクタ スグル 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年生田 秀



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 フローレンス

氏   名

1 三枝 美穂

2 中村 慎一

3 岡水 恵弥

4 宇野澤 ちはる

5 藤田 順子

6 高橋 未央

7 上羅 翔太

8 川 口 千里

9 上羅 翔太

10 黒木 健太

11 桂山 奈緒子

12 松井 香織


